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４．論文の要旨 
 本研究は進路選択研究において進路選択ができない、もしくは進路選択しないとい
う進路不決断という課題に対し、進路選択自己効力感の概念を用いて分析、研究したも
のである。具体的には、進路選択能力、進路選択自己効力感、進路選択行動との関係性
について実証分析している。同時に、進路選択自己効力感を媒介として進路選択行動に
正の影響を与えるとされる進路選択能力とは何かについても明らかにし、進路不決断
が回避されるために必要な概念と共に実践的方法論についても明らかにすることをリ
サーチクエスチョンとしている。 
 研究の目的を達成するために用いられた進路選択自己効力感は、Bandura (1977)によ
り提唱された「自分はできる」という自らへの信頼感を意味する自己効力感（セルフ・
エフィカシー）の概念を進路選択領域に援用した概念であり、Taylor & Betz (1983)によ
って提示された概念である。 
近年の進路選択自己効力感研究の中では、進路選択過程において、最終的な進路選択
行動は進路選択能力に正の影響を受けるが、それ以上に進路選択能力に影響を受けた
進路選択自己効力感に強く影響を受けるという指摘が数多くなされている。一方、これ
までの先行研究では進路選択能力の構造が明示されることはなく、どのような進路選
択能力が進路選択自己効力感に正の影響を与え、ひいてはどのように進路選択行動に
影響を与えるのかが明示されていないことが大きな研究上の課題であった。 
 以上の研究背景を踏まえ、本研究は以下の3つの研究目的を有している。第1の研究目
的は、先行研究を丹念にたどり、進路選択研究がどのような時代や社会背景をもとに行
われてきたのかを明らかにすることである。その上で自己効力感の概念を援用した進
路選択自己効力感が、進路選択や不決断という実践的課題にどのような解決策を提示
してきたかを明らかにすることである。 
第2の研究目的は進路選択行動および進路選択自己効力感に影響を与える進路選択
能力の理論的構造を明らかにすることを含め、進路選択能力と進路選択自己効力感な
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らびに進路選択行動の関係性を実証的に分析することである。 
第3の研究目的は、特に教育の現場において付与されるべき進路選択能力の具体的内
容を明らかにし、昨今大学などで活発に議論されているキャリア教育に対する実践的
な示唆を提示することである。 
 進路選択における進路不決断などの課題は海外において多様な研究が進められてき
たが、近年我が国においても進展が見られる。その背景としては、大学卒業者における
非就職者の増加という問題がある。文部科学省学校基本調査によれば我が国大学生の
進路別卒業者の推移は、平成2年3月度では一時的な仕事に就いた者と非就職者の合計
は25,993名であったが、平成12年3月度では143,716名と大幅に増加している。景気の回
復と共に非就業者は減少する傾向もあるが、大学新卒者の求人倍率が1.61倍と大幅に上
昇してきた平成26年3月期においても一時的な仕事に就いた者と非就職者の合計が
83,003名にものぼり、約56万人の大学卒業者のうち15％近い数の大学生が就業しない、
もしくは正規の仕事を得ないままに卒業している。 
少子高齢化の中で若年労働者は減少し、社会の要請を反映して大学卒業者への求人
倍率も上昇する中で、なぜ就職しない大学生が多数存在するのか。また彼らはなぜ就職
しないのか。就職＝職業選択を大学生の重要な進路選択と捉えた時、なぜ大学生が進路
選択をしないのか、もしくはできないのかについて明らかにすることが求められてい
るといえよう。なぜ進路選択しないのか、もしくはできないのかという進路不決断の課
題は、国内外や世代を問わず見られる傾向であるが、本研究では、特に、我が国の大学
生を研究対象として実証分析を行っている。 
 以上のような研究目的及び研究背景を踏まえ、本論文の章構成は以下の通りである。 
第1章 本研究の目的                                                         
第2章 社会的学習理論                                                      
第3章 自己効力感                                                          
第4章 進路選択研究の展開                            
第5章 進路選択自己効力感研究 
第6章 分析の枠組み   
第7章 実証分析                                            
第8章 本研究の要約と結論                                       
 第1章では本論文の序として、研究目的を中心に、研究の背景と筆者の問題意識につ
いて詳述されている。 
第2章ではBandura (1977) の理論をベースにしつつ、モデリングを中核概念とした社
会的学習理論について概観している。ここでは、社会的学習を① 行動、 ② 個人的要
因、 ③ 環境が互いに関与し合う、三項間の相互決定論を含む過程であると指摘してい
る。くわえて社会的学習理論に関して、① モデリング、② 反応結果による学習、③ 言
語教示などの様々な学習の様式を認め、それらが反応パターンと環境に関する情報を
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異なった方法で伝達することを述べている。これらの諸概念は本論文の中核概念であ
る自己効力感との関係性において詳述されている。 
第3章では、本研究の中心である自己効力感の概念をBanduraによる研究を中核にして
詳述されている。まず、社会的認知理論をとりあげ、人間の動機づけは基本的に認知的
なものであるとしたうえで、認知的な動機づけ要因には、原因帰属、結果予期、認知さ
れた目標の3形態を区別することができると指摘している。さらに、行動主義理論が指
摘するような単純な刺激と反応の組み合わせではなく、学習における認知機能の重要
性を指摘し、たとえいくら経験を繰り返しても、事象が互いに相関していることを認知
できなければ、人はほとんど学習することがないと述べている。 
また、社会的認知理論をベースにうまれた自己効力感の概念についても詳述すると
ともに、その後教育や医療など多様な分野で展開された自己効力感に関する応用研究
についても詳述されている。 
第4章では、進路選択研究の背景と展開の系譜をたどっている。まず、1950年代以降
の進路選択研究の流れを社会情勢や経済的背景などと関連付けながら検証し、Ginsberg 
et al. (1950) が展開した、職業が自分自身の意志によってより、むしろ広範囲の社会的
力（特に経済力）によって決定されると主張した進路選択理論を概観する。次に、Super 
(1953)やGinsberg (1972)による進路選択理論の修正理論について吟味している。さらに
Super (1957) における職業成熟度の定義やCrites（1965）における職業的発達を測定する
尺度、Holland & Holland (1977) による進路不決断に関する研究プロセスなど進路選択
研究の歴史的展開についても論述されている。 
第5章では第3章で詳述したBanduraによる研究を理論的背景とする、進路選択領域に
おける自己効力感研究の流れを辿っている。まず、進路選択における性差を研究した
Hackett & Betz (1981)による進路不決断に関する研究を概観し、次に進路不決断を進路
選択自己効力感の概念で分析しようとするTaylor & Betz (1983)の研究を中心に進路選
択自己効力感研究の展開を概観している。そこでは進路選択自己効力感が進路選択を
規定するという仮説のもと、進路選択自己効力感を測定する尺度の開発とその関係性
について分析され、進路不決断の解決策としての進路選択自己効力感の概念が明らか
にされている。 
その上で北米のみならず欧州、中東など多様な地域における進路選択自己効力感に
関する研究をたどり、地域を問わず進路選択自己効力感(CDMSE)の概念が進路不決断
の解決に有効な手法であることが明らかにされる。また新卒一括採用という特異な就
職形態を保有する我が国における進路指導研究並び進路選択研究の展開が検証される。
特に富永(2000)の研究以降、我が国でより研究が深められてきた進路選択の構造に関し、
進路選択能力、進路選択自己効力感、進路選択行動相互の関係性について吟味している。
具体的には、進路選択自己効力感はどうすれば向上するのか、進路選択自己効力感に正
の影響を与える進路選択能力はどのように定義・測定されるのか、進路選択能力や進路
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選択自己効力感は進路選択行動に正の影響を与えるのかについて検討する。とりわけ、
本論文の独自性でもある、進路選択能力を進路選択スキル、進路選択マッチング、進路
選択モチベーションという3因子から構成されるという仮説が理論的に導出される。 
第6章では、第2章以降に検討された自己効力感および進路選択自己効力感に関する
先行研究を踏まえて、本論文の分析枠組みが提示されている。すなわち、進路選択にお
いて自己効力感が重要な要素を示すことが明らかになってきたが、それではどのよう
にすれば進路選択における自己効力感が向上するのかは明らかでないこと、進路選択
自己効力感を媒介して進路選択行動に影響を及ぼす進路選択能力とは具体的に何かに
ついても研究が十分ではないことが示される。次にこうした課題について分析するた
めの５つの基本仮説が下記の通り提示されている。 
仮説１：進路選択能力は、進路選択スキル、進路選択モチベーション、進路選択マッ
チングにより構成される。 
仮説2：進路選択能力は進路選択自己効力感に正の影響を与える。 
仮説2a：進路選択スキルは、進路選択自己効力感に正の影響を与える。 
仮説2b：進路選択マッチングは、進路選択自己効力感に正の影響を与える。 
仮説2c：進路選択モチベーションは、進路選択自己効力感に正の影響を与える。 
仮説3：進路選択能力は進路選択行動に正の影響を与える。 
仮説4：進路選択自己効力感は進路選択行動に正の影響を与える。 
仮説5：進路選択能力により正の影響を受けた進路選択自己効力感は進路選択行動に
正の影響を与える。 
仮説１は、進路選択能力の構造を明らかにする仮説であり、仮説２は進路選択能力と
進路選択自己効力感との関係性を意味する。仮説３は進路選択能力と進路選択行動と
の、仮説４は進路選択自己効力感と進路選択行動との関係性を意味する。仮説５は仮説
２、３、４を踏まえた仮説であり、本研究の主目的を明らかにするための作業仮説でも
ある。 
 第7章では、第6章で提示される仮説を検証するための実証分析が行われている。研究
対象は2012年に「職業選択と自己実現」という講義を受講した大学３回生３０名であり、
参加学生に対して質問紙法によるデータの収集を行っている。くわえて、各講義中や課
外での課題（16種類、合計600サンプル）の回答についても、定性的な分析の対象とし
ている。さらに、彼らのうち、卒業直前の大学4年生１２名に対しては、進路選択行動
に関するデータを収集する目的で追跡調査を行っている。 
 以上のデータに基づく定量および定性分析の結果、進路選択能力が進路選択スキル、
進路選択マッチング、進路選択モチベーションという3因子から構成されることが明ら
かになっている。また、進路選択能力が進路選択自己効力感にポジティブな影響を与え、
さらに進路選択行動を促進させていることが明らかにされる。 
 第8章では、本研究の要約と結論とともに理論的インプリケーションおよび実践的含
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意について記述されている。同時に残された課題についても言及されている。まず、本
論文の結論として、進路選択を行うという進路選択行動には、進路選択能力が正の影響
を与えていること、また進路選択能力に影響を受けた進路選択自己効力感がそれ以上
に大きく進路選択行動に影響を与えていることが示された。またその基本となる進路
選択能力は進路選択モチベーション、進路選択マッチング、進路選択スキルから構成さ
れることも示された。また、こうした理論的インプリケーションを踏まえて、我が国に
おいて進路不決断に陥る可能性のある対象者にどのような進路選択教育が行われるべ
きかについて多くの実践的示唆を示されている。 
 
５．論文の評価 
 本研究は、中核概念となる進路選択自己効力感に関する国内外の先行研究を丹念に
渉猟しつつ、進路選択自己効力感の成立過程にも文献レビューの対象を広げており、関
連分野を含めて当該専門分野のレビュー研究として、高く評価できる。また、こうした
丁寧な文献レビューに基づき、研究課題に即した適切な分析モデルの構築と仮説の提
示を行い、筆者独自のオリジナルデータ収集とデータ分析を着実に行っており、実証分
析研究として適切な研究手法を採用していると評価できる。研究課題の実践的意義の
高さに加え、我が国における進路選択行動研究の少なさという理論的研究意義の高さ
を考えると、本論文は博士論文に値する、非常に高い水準の実証研究であると判断する
ことが適当である。 
 以上の包括的な評価を踏まえ、以下では本研究の理論的貢献として３点を指摘する。 
第１に、進路選択能力の構造解析を行い、その構成因子を定量的に明らかにしたこと
である。先行研究では、Banduraの研究以来、進路選択自己効力感の重要性が繰り返し
指摘され、我が国においても同様な実証研究がいくつか行われてきた。一方で進路選択
自己効力感を規定する要因に関する研究は手薄であり、本研究はこの部分にまず注目
している。その結果、進路選択能力という概念を提示するとともに、その構成因子を明
らかにすることに成功しているのである。 
第２に、進路選択能力と進路選択自己効力感との関係性を定量的に明らかにしたこ
とである。先行研究のレビューから進路選択能力が進路選択自己効力感にポジティブ
な影響を与えることは予想されたが、筆者による進路選択能力の構成因子の確定と測
定尺度の開発によって、両者の因果関係が実証された。また、３つの構成因子の進路選
択自己効力感に与える影響力の相違についても一定の示唆が得られたことも理論的貢
献といえる。特に進路選択モチベーション、進路選択マッチングという２因子の重要性
は、キャリア教育などに対する有益な示唆を与える結論である。 
第３に、進路選択能力によりポジティブな影響を受けた進路選択自己効力感が最終
的に進路選択行動にポジティブな影響を与えることが実証されたことである。進路選
択自己効力感が進路選択行動にポジティブな影響を与えることは理論的に予想され、
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国内外でもいくつかの実証研究によって確認されている。本論文はこうした関係性に
進路選択能力という変数を追加することで、進路選択行動を刺激するための学習とは
どのようなものであるべきかを理論的に明らかにしたといえる。 
実践的含意としては以下のような点が指摘できる。第１に、進路選択自己効力感の進
路選択行動に与える影響力を実証することでキャリア教育の教育目的や達成目標設定
に有益な示唆を与えたことである。従来のキャリア教育では、カリキュラムの中身が履
修者の何を向上させることを狙いとしているかが漠然としていたり、理論的根拠が乏
しいといった課題を抱えていたが、本論文で得られた結論は、キャリア教育が進路選択
自己効力感を高めることを意図したカリキュラムであるべきだというエビデンスを提
供しているのである。 
 第２に、キャリア教育においてどのような能力を付与することが望ましいのかが明
らかになったことである。本論文で実証された進路選択能力の3因子のうち、どの因子
が進路選択自己効力感を向上させるかが明らかになることで、キャリア教育のカリキ
ュラム編成において、どの要素が重要であるかに関する実践的知見が得られると考え
られる。また、個々の進路選択行動のレベルを予測し、コントロールするための理論的
根拠が提示されたことは、キャリア選択を促進するうえで大きな実践的貢献となるだ
ろう。 
 一方で本論文ではいくつかの課題が残る。第1に分析に採用したデータの量的課題で
ある。研究対象や研究目的を考えると、本論文の30サンプルを収集することの困難さは
理解できるが、結論の一般化を目指すうえではさらならデータ収集が求められること
は否定できない。また、進路選択能力や自己効力感の変化をとらえるうえでは、経時的
なデータ収集が今後必要となるだろう。 
第2に、進路選択能力3因子の構造についてである。大学生の進路選択後の定性的分析
においては、進路選択スキルが進路選択モチベーションや進路選択マッチングに影響
を与えることにより進路選択自己効力感に正の影響を与えていたと分析されているが、
定量的分析ではそうした関係性は十分に検証されなかった。3因子が独立し、並列的な
構造にあるのかいなかについては、今後多様な検証がなされるべきであろう。 
 第3に、進路選択自己効力感における尺度構成の再検討の必要性についてである。本
論文では、進路選択自己効力感を測定する際、Taylor & Betz (1983)による尺度を採用し
ているが、オリジナルの尺度作成から30年以上を経過した現在の経済環境や社会情勢、
文化的相違などを考慮すると、わが国独自の尺度構成に関する研究が今後必要であろ
う。 
ただし、以上のような課題についてはいずれも今後の継続的な研究により解決可能
であり、本論文の価値を損なうものではない。筆者の研究のさらなる進展を期待したい。 
 
６．判定 
7 
 
本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して､本論文の提出者が博士(経営学)の学位
を授与されるのに十分な資格を持つものと判定する。  
